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民法講義Ⅴ（物権法）

第２回 不動産物権変動(1)

松岡 久和

講義資料編

１ 不動産物権変動全般

( ) 所有権取得の証明方法1
Ｂは、Ａとの間で、Ａが所有する建物甲とその敷地乙をあわせて 万円でQ2-01 3,000

買う契約を結び、代金全額を支払って甲・乙の引渡しも受けたが、Ａが行方不明となった

のでＡからＢへの移転登記は行っていなかった。その間に、Ｄが隣家の建築工事中に機械

操作を誤って甲を一部壊し、修理費用 万円の損害が発生した。Ｂが、所有権侵害の不200
法行為（ 条）を理由に、Ｄに甲の 万円の賠償を求めるためには、自己に甲の所有709 200
権があることをどうやって証明すればよいか。

( ) 対抗要件主義の基本的な意味2
次の文章は正しいか誤りか。誤っているとすればどこが誤っているか指摘しなQ2-02

さい。

( ) 民法 条によれば、ある土地甲の所有者Ａとの間で有効な売買契約を結んで代1 177
金を全額支払った買主Ｂが甲の引渡しを受けていた場合でも、移転登記をしなけ

れば、所有権を取得できない。

( ) 民法 条によれば、ある土地甲の所有者Ａとの間で有効な売買契約を結んで代2 177
金を全額支払った買主Ｂが甲の引渡しを受けていた場合でも、移転登記をしなけ

れば、Ｂより後にＡから甲を買い受け所有権を主張しているＣに対して、Ｂは、

原則として、自らが所有者であるとは主張できない。

( ) 民法 条によれば、ある土地甲の所有者Ａとの間で有効な売買契約を結んで代3 177
金を全額支払った買主Ｃが甲の引渡しを受けていた場合でも、移転登記をしなけ

れば、Ｃより先にＡから甲を買い受け所有権を主張しているＢに対して、Ｃは、

自らが所有者であるとは主張できない。

( ) 民法 条によれば、ある土地甲の所有者Ａとの間で有効な売買契約を結んで代4 177
金を全額支払った買主Ｃが甲の引渡しを受けていた場合でも、移転登記をしなけ

れば、Ｃより先にＡから甲を買い受けたがトラブルに嫌気がさしてＣの所有権取

得を争わないＢに対してすら、Ｃは、自らが所有者であるとは主張できない。

( ) 判例・通説によると、ある土地甲の所有者ＡがＢとＣに甲を売却する契約を二重5
、 、に締結し ＢとＣが互いに相手方に対して所有権確認請求の訴えを起こした場合

双方が未登記の状態では、両方の訴えとも棄却される。

( ) 公示の原則（ ないものはない ）と公信の原則（ あるものはある ）3 「 」 「 」

次のうち、 条を適用してＸとＹの勝敗が決まる紛争はどれか。Q2-03 177
( ) ＸはＡからＡ所有の甲土地を何の負担も付いていない土地として買い受けたが、1

所有権移転登記手続を行おうとした矢先に、そのような事情を知らないＹがＡに

対する金銭消費貸借契約に基づく金銭債権（利息・損害金等を含む）を担保する
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ため、Ａ所有の甲土地に抵当権の設定を受け、Ｘへの移転登記より先に抵当権の

設定登記を備えた。

( ) Ａが関係書類を偽造し、Ｘ所有の甲土地を買い受けたかのように装って、Ａ名義2
への移転登記を備えた。その直後、Ｘが気づく前に、Ａは、甲を自己の所有地と

称して、そのような事情を知らないＹに売却し、Ｙが移転登記を備えた。

( ) ＡはＹからＹ所有の甲土地を購入し、次いでＸに転売した。ＸがＹに対して、Ａ3
を代位してＹからＡへの移転登記を求め、あせてＹに所有権に基づく甲の明渡し

を請求したところ、ＹはＸの所有権取得を争う。

( ) Ａは自己所有の甲土地をＸに売り渡したが、移転登記手続をする前に死亡し、Ｙ4
が唯一の相続人であった。そのような事情を知らなかったＹが甲につき相続によ

る所有権移転の登記を行い、Ｘの所有権取得を争う。

( ) Ａは自己所有の甲土地をＸに売り渡したが、移転登記手続をする前に死亡し、Ｂ5
とＣがＡを相続した。ＢとＣは、Ａが甲をＸに売却していたとの事実を知ってい

たが、甲につき相続による所有権移転の登記を行い、事情を知らないＹに甲を売

却し、Ｙが移転登記を備えた。

( ) 条 項類推適用論・基本型4 94 2
妻Ｂの名前Q2-04 ＸはＡからＡ所有の甲土地を購入する際に、税金対策などのため、

売買契約を締結した。そして、Ｂの印鑑等を無断で借用して、ＡからＢへの移転を使って

登記を行った。その後、ＸとＢの夫婦仲が険悪化し協議離婚するに至った。Ｂは、満足な

財産分与を行わないＸに怒って、自己名義に甲土地が登記されているのを利用し、親しい

友人のＹに時価の 掛けの価格で売却し、Ｙが移転登記を備えた。Ｘは、Ｙに対して、移8
転登記の抹消に代えて自己への直接の移転登記と甲の明渡しを請求した。

( ) Ｘの請求はどういう場合に認められるか。ＸとＢが協議離婚をしたことを詳しく1
聞かされていたＹが、Ｘに一度も事情を尋ねることがなかったという事実があっ

たとすると、結論に影響が出るか。

( ) Ｙの善意・悪意は、Ｘ・Ｙのいずれが主張・立証しなければならないか。2
( ) この事例は、民法 条 項の通謀虚偽表示とどこが異なるか。3 94 1
( ) 仮にＹが移転登記を行っておらず、登記がなおＢ名義のままになっていたとする4

と、その事実は結論に影響を与えるか。

( ) 条 項類推適用論の限界5 94 2
Ｘが所有し、かつて登記名義を有していた甲土地について、Ｘの意思に基づかQ2-05

ずにＡへの移転登記がなされ、その後、甲をＡの所有物であると信じたＹがＡから買い受

けて移転登記を備えている 下記の場合にＸはＹに甲について 所有権を主張できるか 各。 、 （

場合はそれぞれ独立しており、権利濫用や信義則違反などの一般条項による結論の修正は

考えないものとする 。）

( ) Ｘは妻Ａが自分の了解を得ずに勝手に移転登記を行ったことを非難したが、抹消1
登記を求めたことはなく、むしろ、自分が営業に必要な資金を借りる際に、Ａを

（ ）。所有者として甲に抵当権の設定登記を行わせた 物上保証人になってもらった

( ) Ｘは夫Ａが自分の了解を得ずに勝手に移転登記を行ったことを非難し、移転登記2
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の抹消を求めたが、Ａはいろいろ口実をあげて求めに応じなかった。夫婦間で訴

訟をするわけにもいかないと考えていたＸであったが、最近Ａとの夫婦仲が険悪

化したので、離婚話をするときには訴えを起こそうかと弁護士と相談している。

( ) 友人Ａへの移転登記は、Ｘから所有権移転の仮登記を仮装して行うよう頼まれた3
Ａが、Ｘを裏切って、渡された書類を悪用して行ったものであった。

( ) 知人Ａへの移転登記は、Ｘから甲地の地目を原野から宅地に変更する登記を依頼4
されたＡが、Ｘを裏切って、渡された書類を悪用して行ったものであった。

［参考］ ( )( )につき、判例講義Ⅰ 事件・ 事件［武川幸嗣］4 5 75 76

２ 登記を要する物権変動

( ) 総論1
条が意思表示によらない物権変動（例：時効取得・死亡相続）には適用さQ2-06 177

（ 、 ）れない すなわち これらの物権変動は登記をしなくても原則として第三者に対抗できる

という考え方の根拠と、逆に、 条は意思表示によらない物権変動にも広く適用される177
（すいなわち、これらの物権変動も登記をしなくては原則として第三者に対抗できない）

という考え方の根拠を説明しなさい。

変動原因無制限説を採用した大判明 年 月 日民録 輯 頁は、おおQ2-07 41 12 15 14 1301
まかにいうとどういう事例であったか。この判例は現在ではもはや妥当しないという考え

方は、何を論拠としているか。

［参考］ ( )につき、判例講義Ⅰ 事件［石田剛］1 60

( ) 取消しと登記2
Ｘは、Ａに騙されて、所有していた時価 万円相当の甲土地を 万円でQ2-08 5,000 3,000

売る契約を結び、代金を受け取らないうちにＡに移転登記をした。 日後、Ｘは騙され10
たことに気づいて、ただちに、詐欺を理由にＡとの売買契約（の意思表示）を取り消すと

いう通知をＡに出し、甲の返還を求めたが、Ａは応じなかった。その数か月後、ＸがＡを

相手に、甲についての移転登記の抹消と明渡しを求める訴えを起こそうとしたところ、登

記名義は、ＡからＹに移っていた。

( ) Ｘはどういう場合にＹから甲を取り戻せるか（Ａ→Ｙの移転登記の抹消もしくはＹ1
→Ｘの移転登記と甲の明渡しを求めうるか 。まずは、判例の見解に沿えば、どう）

なるかを答えなさい。

( ) 仮にＹがＡと売買契約を結んだだけで未登記であった場合（すなわちまだＡに登記2
名義が残っている場合 、( )と結論は異なるか。判例と学説の見解は一致してい） 1
るか。

( ) Ｘの取消しが、Ａの詐欺に基づくものではなく、Ａや第三者Ｂの強迫を理由とした3
り、Ｘの行為能力制限違反（法定代理人等の同意をえないでした処分）を理由とす
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るものであった場合には、( )と結果は異なるか。1
( ) ( )のような判例理論には、大きく２つの批判がある。それを簡単に述べなさい。4 1
( ) 判例を批判する学説のうち、取消後も取消しの遡及効を徹底する考え方（無権利の5

法理説とか遡及効貫徹説と総称される）は、どういう形で問題を解決しようとして

いるか。これに対して、どういう批判や問題点があるかも簡単に整理しなさい。

( ) 判例が 条の適用による問題解決を行っていることは、どのような論拠で正当化6 177
することができるか。

( ) 判例を批判する学説のうち、取消前も取消しの遡及効を制限する考え方（対抗問題7
） 、 。説とか遡及効制限説と呼ばれる は どういう形で問題を解決しようとしているか

これに対して、どういう批判や問題点があるかも簡単に整理しなさい。

( ) （実務的なおまけの問題） 取消し後Ｙが登場して、甲の取戻しが困難にならない8
ようにするために、Ｘ（から相談を受けた弁護士）は、速やかにどういう措置を講

じるべきか。

［参考］ ( )につき、判例講義Ⅰ 事件［石田剛］2 61

( ) 契約の解除と登記3
Ｘは、Ａとの間で、所有していた甲土地を 万円で売る契約を結び代金のQ2-09 3,000

一部を受領したが、残代金を受け取らないうちにＡに移転登記をした。しかし、Ａは、移

転登記後 か月以内に残代金を支払うとの約束を守らず、Ｘが催告をしても待ってくれと1
いうばかりである。そこで、Ｘは、Ａの債務不履行を理由に、Ａとの売買契約を解除する

という意思表示を内容証明郵便でＡに送り、この郵便は即日Ａの住所に配達された。その

後、Ｘが再三、甲についての移転登記の抹消を求めたが、Ａは応じてくれない。そこで、

その数か月後、ＸがＡを相手に、甲について移転登記の抹消と明渡しを求める訴えを起こ

したところ、甲には、ＹがＡに対して有する貸金債権 万円を担保するための抵当権2,000
の設定登記がすでになされていた。

なお、ＸはＡに対する抹消登記を認容する判決を得ても、利害関係を有する第三者であ

（ ）。 、るＹの承諾書を添付しないと抹消登記ができない 不登 条 Ｙの承諾がない場合には68
これに代わる勝訴判決が必要である。

( ) ＸはＹに抵当権設定登記の抹消を求めることができるか。まずは、判例の見解に沿1
えば、どうなるかを答えなさい。

( ) 仮にＹがＡと抵当権設定契約を結んだだけで未登記であった場合には、( )と結論2 1
が異なるか。 の( )の場合と違いがあるか。判例と学説の見解は一致していQ2-08 2
るか。

( ) 法定解除の効果について、解除により契約は遡及的に無効になるとする考え方（直3
接効果説）とそのような遡及効はなく履行済みの給付について原状回復請求権が発

生するとする考え方（間接効果説・折衷説・原契約変容説）では、 条 項ただ545 1
し書きの位置づけが違うことを説明しなさい。

［参考］ ( )につき、判例講義Ⅰ 事件［石田剛］3 62


